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はじめに 
 
[1] 去る２００６年７月２５日、法務大臣の諮問機関である法制審議会の電子債権法部会

（部会長・安永正昭神戸大学教授）は、「電子登録債権法制に関する中間試案」を取りまと

め、パブリック･コメントに付するものとした。本稿は、この意見募集に対して、筆者が法

務省民事局参事官室宛てに提出した意見書を一部修正したものである。コメントの対象と

なっている「電子登録債権法制に関する中間試案」「電子登録債権法制に関する中間試案の

補足説明」さらにはコメントが言及している法制審議会電子債権法部会議事録は、それぞ

れ法務省のホームページにおいて公表されているので、適宜参照されたい。 
 
Ⅰ 登録原簿を媒体とする支払約束と指図 
 
 Ａ 指図債権と電子登録債権 
 
[2] 中間試案は、電子登録債権を、指名債権・手形債権のいずれとも異なる類型の債権と

して遇する趣旨を繰り返し述べている。 
 
「電子登録債権（仮称） は， ①電子登録債権を発生させる原因となった法律関係に基づく債権とは別個

の金銭債権であって， ②当事者の意思表示に加えて，管理機関（仮称） が作成する登録原簿（仮称） に

登録をしなければ発生及び譲渡の効力が生じない債権であって， ③指名債権・手形債権等既存の債権と異

なる類型の債権とするものとする。／（注） 電子登録債権は，意思表示に基づいて発生する債権の一種で

あるから， 電子登録債権法制において別段の定めをしない限り， 民法の規定が適用される。例えば権利

能力や行為能力については， 民法の一般原則によって規律されることになる。」1

 
 電子登録債権と指図債権制度との関係については沈黙している。この点について少し詳

                                                  
1 中間試案「第１ 総則」「１ 電子登録債権の概念」（１頁） 
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しく述べておこう。 
[3] 中間試案は、「指名債権でもなく手形債権でもない」ということを消極的にいうだけで、

積極的にそれがどういうものでなければならないかを示すものではない。電子登録債権に

は手形法の規定は適用されないが、「電子登録債権法制において別段の定めをしない限り， 
民法の規定が適用される。」こととの関係からいって、一般私法である民法には服すること

になろう。指名債権の規定は適用されないことになろうが、民４６９－４７３の適用関係

はいかなるものとなろうか。補足説明３頁にあるとおり、流通において人的抗弁の切断が

認められるといった制度が構想されているのである。このことからすれば、確かに、権利

移転行為に関する対抗要件主義と成立要件主義の違いこそあれ、民法上の指図債権あるい

は無記名債権が最も近い性質の制度である。なぜならば、民４７２は、人的抗弁・物的抗

弁の区別を一般的に定めるほぼ唯一の私法規定だからである。ただし、証券という媒体に

代えて登録原簿という媒体を利用するものであるから、民４６９以下にある「証書」「交付」

「署名」「押印」といった文言との関係で、これを直接に適用することは難しい。また、そ

の媒体上の指図（譲渡登録）が権利移転の成立要件となるという点でも異なっている2。し

かしながら、民事基本法制の一部をなすこの構想の重要性を考えると、指図債権との関係

を整理しないで、既存の法制度法概念と無関係なものを無からつくりだすことができるは

ずもなかろう。よって「既存の債権と異なる類型の債権とするものとする」とある部分は、

「既存の債権と異なる類型の債権であり、民４６９以下に規定する指図債権の特別法上の

制度とする」趣旨とすべきものではないか。 
 
 Ｂ 法律行為としての登録申請 
 
[4] 媒体上の権利を発生させ移転させる行為（発生登録・譲渡登録）は、登録原簿への登

録申請の形式を以って行われる。これらもまた法律行為である。その法律行為が合意なの

か単独行為なのかといった議論がおこなわれている。 
 
「［Ａ－１案］電子登録債権の発生・譲渡等の効力が生ずるには，管理機関による登録の他，当事者間の契

約及び当事者による登録の申請が要件となるものとする。この場合において，登録の申請は当事者の双方

がしなければならないものとする。ただし，管理機関は，当事者の双方が登録の申請をしたことを確認す

れば足りるものとする。／［Ａ－２案］電子登録債権の発生・譲渡等の効力が生ずるには，管理機関によ

                                                  
2 対抗要件主義との関係は、手形と指図債権一般とを対比する場面でも議論されてきた（高田晴仁「指図

債権の裏書譲渡と権利移転的効力について」奥島孝康＝千野直邦・小室金之助教授還暦記念・現代企業法

の諸問題（成文堂）（１９９６年５月）１９３頁）。手形法第１１条については講学上の概念ではあるが「法

律上当然の指図債権」の語が用いられ、また諸国の立法例を見ても、手形法の規整を逆に一般私法の指図

債権の裏書を権利移転の成立要件とすることの根拠として準用する例（スイス債務法典９６８Ⅰ、柴崎暁・

手形法理と抽象債務（２００２年、新青出版）３０９頁）もあり、権利移転の方式として裏書を要求する

ものを広く指図債権と呼ぶことに障害はないように思われる。いずれにせよ、一般私法上の通常の債権譲

渡とは異なった扱いを受ける証券的債権は、その流通態様の種類については法律に定義されたものに限ら

れる。有価証券制度はその特殊な効果のすべてが私的自治の延長上にあるわけではなく、どのような種類

の流通方法がありうるかについての選択肢は法律によって用意されたものでなければならない。「債権を表

象する有価証券については、原則として、個別的な法律上の根拠がなくとも、指図債権および無記名債権

に関する民商法の規定を根拠に自由に発行しうる」（田邊宏康・有価証券と権利の結合法理（２００２年、

成文堂）８４頁）。登録簿を用いた特殊な権利移転についても同様に考えなければならない。 
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る登録の他，当事者間の契約及び当事者による登録の申請が要件となるものとする。この場合において，

登録の申請は当事者の双方がしなければならないものとし，当該契約の申込み及び承諾は，それぞれ当事

者の登録の申請及び管理機関による申請内容の相手方に対する通知により行わなければならないものとす

る。ただし，一方の当事者が相手方を代理して申請をする場合又は当事者が共同して申請をする場合には，

管理機関は，申請内容を相手方に通知することを要しないものとする。／［Ｂ－１案］電子登録債権の発

生・譲渡等の効力が生ずるにつき，当事者間の契約は要件ではなく，当事者による登録の申請及び管理機

関による登録のみが要件となるものとする。この場合において，登録の申請は当事者の双方がしなければ

ならないものとする。／［Ｂ－２案］電子登録債権の発生・譲渡等の効力が生ずるにつき，当事者間の契

約は要件ではなく，当事者による登録の申請及び管理機関による登録のみが要件となるものとする。この

場合において，登録の申請は債務者・譲渡人等のみが行えば足りるものとする。／（注）Ｂ－２ 案は，債

務者・譲渡人等による登録の申請及びこれに基づく管理機関による登録が行われれば，それだけで，発生

登録に債権者として登録された者又は譲渡登録に譲受人として登録された者が電子登録債権を取得し， 当

該取得について何らの契約も要しないとするものである。／（ 注１ ）上記のいずれの案を採用したとし

ても， 電子登録債権に係る意思表示（当事者間の契約締結の意思表示及び管理機関に対する登録申請の意

思表示の双方を含む）については，原則として， 民法の意思表示に関する規定（ ９３ 条以下）が適用さ

れるが，電子登録債権の流通性を考慮して， 第三者の保護について民法の特則を設けるものとする（(2)

参照）。／（ 注２ ）Ａ－１ 案及びＢ－ １案における当事者双方の申請には， 共同申請のほかに，当事

者のそれぞれが別の時期に同じ内容の申請をすることも含まれ，また， 例えば， 当事者の一方が管理機

関宛に送信した申請書ファイルに当事者双方の電子署名がされているものも， 共同申請に該当し，したが

って当事者双方の申請に含まれることになる。／なお，このような当事者双方の登録申請について， 各管

理機関は， 業務規程でその方式を限定すること（例えば，共同申請の方式によらなければならないものと

すること） もできる（ ４(3)参照。）。／（ 注３ ）上記の各案における「発生・譲渡等」の「等」とは， 登

録保証， 質権設定などを指している。」3

 
 また、法律行為であるから、民法総則の意思表示規定が適用されるというの原則である

とおもわれる。この問題について、以下、やや詳しく論じたい。まず、前者の問題につき、

中間試案の掲げる提案の問題点を指摘しておこう。 

[5] 合意なくして債権を発生させることは民事法の一般的な原理からいえば異例の事柄に

属する4。中間試案においては、一体何の目的のためにこの民事法的一般原則をまげる必要

があるのかが十分示されていない。事柄は発生登録をどのような法律要件として定義する

かという問題であって、申請の方法、媒体の形式をどうすると便利であるかといった問題

ではない。結論からいえば、債権の発生には合意（契約）を要すると考えるべきである5。

                                                  
3 中間試案「２ 電子登録債権に係る意思表示」「(1) 電子登録債権の発生・譲渡等の要件等としての意思

表示」（２－４頁）。 
4 Ｂ－１案は合同行為、Ｂ－２案は単独行為の観念によるものと見受けられる。日本民法で単独行為によ

る債務負担を認めたほとんど唯一の例外が懸賞広告（民５２９‐５３０）である。なお、法制審議会電子

債権法部会第２回（平成１８年３月２８日）議事発言順 107 番目もこの概念に言及する。 
5  私権の変動には原則的に合意を要すると考えるのが近代債権法の一般原理からいえば当然のことで、

無限に法律の条文でどうにかなるという性質のものではなかろう。なお、審議会第２回（平成１８年３月

２８日）発言順 111 番目でも指摘されているが、発生登録における債務負担行為の法的性質はきわめて特

殊である。合意一般に還元できない性格がある法律行為となるので、そのことを示す法文上の根拠を定め

ておく必要があるかもしれない。仮に契約であるとすればそれは片務契約であり、しかもその給付は一方
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しかし、そのことは、申請の形式がつねに共同申請であることを意味するものではない6。

「合意」に対する債権者たるべき者の承諾の意思表示は本人から発せられ、これを債務者

たるべき者が使者として伝達するという方法を用いることもできるし、債権者たるべき者

が予め電子登録債権管理機関に承諾のための代理権を付与しておいて債務者たるべき者が

発した申込を電子登録債権管理機関が承諾する方法によることでも同じ効果をおさめるこ

とができる。 
[6] また、実務的問題として、仮に共同申請を強制したところで、代理人を使うことでた

だちに形骸化するものと思われる。そうであれば却って申請は単独でもよいことにして、

債務者の明示の同意を必要とし、方式を法定して濫用の回避を配慮するといったやり方の

方が合理的ではないか7。おそらく、債権者となるべき者は管理機関にアカウントを開設す

ることになるであろう。この口座開設契約の内容としてこの代理権付与・承諾義務を設定

する条項を入れておけば、現象としては債務者となるべき者の単独申請であっても、合意

に基いて電子登録債権を成立させることができる。このような条項を採用している場合の

効果についてのみ法定するか、法律上当然にこのような条項がある場合と同様の扱いをす

るかはともかく、事柄はいずれも代理法理によって理解すべきであろう。 
[7] 単独申請主義に対しては「知らないうちに債権者になること」（審議会３回目発言順

167 番目）への非難があるが、あたらない批判と思われる。電子登録債権の発生を単なる法

定効果とする立場はともかくとして、上記の通り債権の発生が何らかのかたちで当事者の

意思に基くことを要求する限り、債権の発生があったことを確知できないことによる不利

益や危険は、債権を発生させる行為への同意を与える権限を他人に授権した者が引き受け

るのである。一般に代理権授与が行われる場合には、本人は、その基本関係に基き、授権

の相手に対して、代理権行使の都度その旨を報告するよう義務づける（民６４５）。したが

って、法定債権がしばしばそうであるように、受益者がまったく関知しない状況で権利を

取得するというような状況とは同様に論じることができない8。 

                                                                                                                                                  
的に金銭を支払うことであって、その行為の経済的目的（＝cause, causa, Rechtsgrund, Zweck）は行為の

外側に存する特殊な行為である（中間試案４頁「３ 電子登録債権と原因関係等 発生登録・譲渡登録等の

電子登録債権に係る登録の原因となった法律関係（原因関係） の有効性は，当該電子登録債権の有効性の

要件とはしないものとする。」）。一般民事法的には、これを無因債務契約ないし抽象債務契約(engagement 
abstrait)と呼ぶ。そのような行為が日本私法の許容するところであるかどうかについては、柴崎暁・手形

法理と抽象債務（２００２年、新青出版）参照。 
6 当事者間の合意に基く申請により公的機関から発行される証券により権利を流通させる技術たる抵当

証券法の扱いが参考となろう。抵当証券は、土地、建物、地上権を目的とする根抵当以外の本登記済み抵

当権で解除条件登記のないものの抵当権者が、管轄登記所に対し交付申請をすることができる（抵１）も

のであるが、債務者・抵当権者・設定者（利害関係人）間に抵当証券発行特約がない場合にはこの限りで

はない（抵２）。特約の登記が事前に行われていない場合であっても、申請に際して同意書を徴する方法を

とることができるものとされている（抵３（４））－－合意を必要とするという点では、中間試案のＡ案・

Ｂ案でいえば、Ａ案の考え方に属するというべきであるが、申請が共同である必要はないという点でＢ‐

２案に属する－－。 
7 前掲審議会第２回（平成１８年３月２８日）発言順 124 番目、中間試案補足説明８－９頁参照。 
8 この問題に関連して、権利取得者の意思に反して権利を取得させるべきでないような場合として、例え

ば、売買契約の当事者が、代金支払方法に関する付款として「優良企業への債権を取得させることをもっ

て支払の手段とする」旨の定めがあった場合で、債務者が「優良企業」でない債権を取得させる媒体上の

約束（電子登録債権の発生登録）が行われたような事例が検討されよう。問題は媒体上の法律関係とは無

関係である。単に、原因関係上の債務不履行が問題になるだけである。媒体上の約束は、それ自体として

瑕疵を帯びない限り（債務者の属性に関する要素の錯誤が論じられる可能性はある）、権利者たるべき相手
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[8] 後者の問題に移ろう。中間試案は登録申請行為につき、民法の意思表示規定の適用除外

を定めようとする。 
 
a. 電子登録債権に係る意思表示をした者は，善意かつ無重過失の第三者（詐欺による取消しにあっては，

取消し後の第三者に限る） に対して， 心裡留保若しくは錯誤による無効又は詐欺［ 若しくは強迫］によ

る取消しを対抗することができないものとする。／b. 電子登録債権に係る意思表示をした者が消費者（消

費者契約法２条１項に規定する消費者をいう。以下同じ）である場合には，民法の特則であるａ は適用し

ないものとする。9

 
 第一に、第三者との関係における無効・取消の対抗不能は、手形行為について講学上・

判例上認められてきたところであるが、これを法文上定めて固定化することには、もっと

慎重であるべきであろう。第二に、仮にこれを認めざるを得ないとしても、強迫という帰

責性があるとはいいがたい場面についてもこれを認めるべきではない。第三に、取消の意

思表示の相手方は直接の相手方であってもよいが、譲渡登録がおこなわれている場合には、

その意思表示が行われた事実について、電子登録債権管理機関を通じて、すべての逐次の

取得者に対して通知が行われる制度を導入すべきではないかと思われる。 
[9] 「第一」について。発生登録は原簿への記載という形式による申請人の意思表示であ

るとすべきであろう。民法の原則どおり、申請に意思欠缺があれば登録がその記載どおり

には効力を生じることなく無効であるというべきであり、瑕疵のある意思表示であれば取

消ができるというべきである。民法規定を適用しても権利の流通を阻害してしまうことに

ならないのではないかと思われるからである10。登録に際して利害関係人に異議の催告をす

るような制度11も予定されていないから、当事者としては、異議を述べ効力障碍事由を主張

しうる機会を、事後的にも保障されねばならない。 
[10] 「第二」について。強迫に関しては、表意者が保護される制度が望ましいのではある

まいか。強迫においては、そもそも表意者において帰責性があるとはいいがたい12。民法に

                                                                                                                                                  
方に有効に権利を取得せしめるであろう。しかしこのような権利が設定されたとしても、それだけでは、

原因関係上の本旨弁済とはならない。その場合に、原因関係上の代金債務者は、履行期が到来している時

には、金銭またはそれに準じる価値物（預金小切手等）を以って弁済するか、「優良企業への債権を取得さ

せる」行為に該当する別の権利に差し替えるないと、遅滞の責に任ずる可能性があるというに過ぎない。 
9 中間試案「２ 電子登録債権に係る意思表示」「(2) 意思の不存在・意思表示の瑕疵と第三者保護」 
10 既に手形行為について、民法総則の意思表示規定を適用することで実際上問題を生じることはないこと

が、民法起草過程の仔細の検討を含めたすぐれた研究によって明らかになっている（高田晴仁「手形法と

民法の交錯」商法の歴史と論理（新青出版、２００５年）685 頁）。錯誤に関する民９５には但書があって

表意者の重過失がある場合における錯誤無効の主張は封じ込められており、民９３（心裡留保）、民９４（虚

偽表示）にははじめから善意の第三者を保護する規定があること、民９６（詐欺・強迫）では詐欺取消に

ついて第三者保護の定めがある。 
11 前述の抵当証券制度はここでも参考となる。抵当証券が一旦発行されると、意思表示規定があたかも排

除されるかのように見えるが、この取扱は、異議申立手続が保障されていることの反面認められた効果で

あるに過ぎない。強迫による抵当権設定・証券発行申請がされた場合に、対象抵当権および抵当証券発行

特約の不存在について異議を述べなかったことは、追認とまでは言えないが結論的に追認と等しいとの答

弁（森田政府委員）が議会で行われている（野本千尋＝後藤丈夫・増訂抵當證劵法註解（１９３１年、立

興社）１３８-１４１頁）。これとの比較において電子登録債権の場合にはこのような異議手続を執る時間

がなく、当事者間においていかなる意味においても合意が欠けている場合には、申請の無効が物的抗弁と

なると解するべきではなかろうか。 
12 審議会第２回（平成１８年３月２８日）発言順 406 番目、補足説明１３頁。 
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おいても、そのような価値判断から第三者保護規定がおかれていないというべきである。

仮に「修正適用説」の立場に立って、いわゆる権利外観理論を援用するにしても、権利外

観責任の要件のひとつである帰責性が満たされるかどうか疑わしい。「強迫にあわないよう

にする注意義務」などというものを課することは合理的でない。この同じ判断がそのまま

電子登録債権発生登録申請についても妥当する13。 
[11] 「第三」について。上記提案のとおりである。取消権の行使方法については、内容証

明郵便の方法ではなく 別の方法を法定し、電子登録債権という仕組みの利点を活用すべ

きではないか（電子登録債権管理機関を通じて行う電子的内容証明通知）。有価証券の場合

には、債権者不確知が前提となっているため、取消の相手方に対してしか取消の事実は知

らされないが、この提案を採ることで、すべての取得者が、発生登録の無効を前提に、原

因関係上の担保の放棄や証書の破棄を防ぎ、払い渡した対価の回収のために保全処分を迅

速に採りうるといった利益を受けることができよう。 
 
 Ｃ 発生登録の権利創設的効力と既存債務 
 
 [12] 中間試案は電子登録債権が発生登録されたときに、その弁済が目的(Zweck, but, 
causa)となっている既存債権の消滅について論じ、手形法において議論されてきたのと同様

に、「当事者の意思に委ねられる方向で，なお検討する。」としている。 
 
「発生登録・譲渡登録等の電子登録債権に係る登録の原因となった法律関係（原因関係） の有効性は，当

該電子登録債権の有効性の要件とはしないものとする。／（注１）原因関係が無効であることは， 原因関

係の当事者間における人的抗弁となる／（注２）① 一定の原因関係に基づいて電子登録債権を発生させる

場合に，原因関係上の債権（原因債権）が消滅するかどうか，また，② 原因債権と電子登録債権が併存す

る場合に，いずれを先に行使すべきかについては，当事者の意思に委ねられる方向で，なお検討する。」14

 
 債務者に二重の弁済の危険を負担させることは望ましくないという観点からは、債務者

が消費者など一定の属性を持つ者である場合には、法律上当然に旧債務は更改または代物

弁済によって消滅するものとして扱うべきではないか15。 
[13] 実際、新たな設権証券が発生することと引換に当然に旧債務が消滅することを定めた

立法例がある。これが前述の抵当証券法である。抵当証券発行時には、登記官による既存

証書への抵当証券発行済印の押捺が要求されている（抵１３）。このことは、明らかに、旧

債務が更改または代物弁済によって消滅していることを意味するものと解される16。このよ

                                                  
13 日本の最初の近代手形法である明治２６年日本商法を起草するにあたってROESLERが頻に参照した

BRAVARD-VEYRIERES (par Charles DEMANGEAT), Traite de droit commercial, tome 3eme, 1888, 
Paris, p. 255.も、振出人による詐欺dolの抗弁は人的抗弁であるが、強迫violenceの抗弁は物的抗弁である

としていた。この立場は、ジュネーヴ統一手形法の採用の時期に至っても維持されていたようである。

THALLER (E.) et PERECEROU (J.), Traite elementaire de droit commercial, 8 ed., 1931, no 1471. 
14 中間試案「３ 電子登録債権と原因関係等」 
15 その場合に、二重処分からは免れるとしても、更改による法定追認（民１２５）をつうじて取消権が消

滅するなどの不利益を被ることになる。この点についても立法上の修正が必要であろうか。 
16 野本＝後藤・前掲書３１頁は「同一債權＜正しくは「同一の経済的利益を目的とする二つの債権」とい

うべきであろう－引用者注＞ニ付斯二種類ノ有価證劵ガ別々ニ流通スルト云フコトハ債務者ニ對シ甚ダ迷
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うな配慮がない手形などについては、原因契約上の特約によって自衛すべきであろうとこ

ろ、電子登録債権については、一定の属性の債務者についてそのような特約の成立を推定

する特別法をつくっておくことが検討されてもよい17。 
 
Ⅱ 要式行為と私的自治 
 
  Ａ 登録原簿と権利推定 
 
[14] 登録原簿には資格証明力（Legitimation）が与えられる。しかし、中間試案は、譲渡

登録の記載の連続に対してこれを与えるとはいっていない。 
 
「登録原簿上，電子登録債権の現在の債権者として登録されている者は，当該電子登録債権を適法に有す

るものと推定するものとする。／注『登録原簿上，電子登録債権の現在の債権者として登録されている者』

には， 支払等登録において支払等をしたことが登録されている登録保証人， 民事保証人その他の支払等

によって生じた法定代位により電子登録債権を取得した者を含んでいる。」18

 

 手形裏書との関係でこの点が問題となる。登録の連続が中断しているような者を、「適法

ノ所持人」と扱ってよいのであろうか。登録原簿制度は、権利移転の過程がより追跡しや

すい制度であり、これがその利点でもある。記載が不連続であれば権利移転の過程が切断

されていると推測することが経験則上は合理的である。同一の権利につき相互に抵触する

二つの譲渡登録がおこなわれるときには、時間的に遅れたほうの譲渡登録19は外観上切断さ

れているだけでなく、原始的不能で実質的に無効となるはずであるが、ここで登録された

                                                                                                                                                  
惑」だからであるとしている。それゆえ法は、抵当権の被担保債権である既存の手形があるときは「手形

ノ表面ニ無效トカ失效トカ云フ印判ヲ押捺シ一目瞭然タラシムル」ものとしている。 
17 なお、審議会では「一括支払システムに伴う二重譲渡のリスク」が問題とされ、当該実務の欠陥である

かのようにいわれている（審議会第１回発言順 5 番目）。また、補足説明でも「二重譲渡のリスク」という

言葉が用いられている。発言の趣旨は必ずしも明らかではないが、指名債権譲渡によっても対抗要件主義

が採られている以上、対抗要件を具備してさえいれば、二重譲渡によって譲受人の利益が害されることは

理論上考えられていない。ただ、他の譲渡の対抗要件の存否を調査するために金融機関はコストと時間を

かけており、それを節約するために、登録原簿を見れば権利の帰属関係が一目瞭然となるような、「発生登

録」が望ましいという趣旨であれば、それはこの構想によって改善することが可能な問題である。しかし、

一括支払システムで画一的に用いられている債権取得者である金融機関に対する「瑕疵担保特約」（正確に

いえば、取引先に付加される重畳的債務引受か）に基く責任の結果、譲渡された債権が差し押さえられて

いる時には第三債務者が二重の負担を強いられるといった問題が想起されているのであるとすれば、これ

は解決できない。この問題は、設権性のある媒体上の権利流通方法である手形小切手においても同様に発

生し得る。すなわち、手形が支払のために授受されている場合に原因債権が差押えられ取立が行われた場

合にも、第三債務者である約束手形の振出人は、経済的には二重に弁済する義務を負っているのである。

このような問題を解消する上でも、既存債務の消滅を推定させる場面が法定されてもよいかもしれない。 
18 「(4) 登録の権利推定効」 
19 この問題に関連して、中間試案「４ 登録」「(1) 登録のあり方」「c. 管理機関は，同一の電子登録債権

に関し，登録の申請が２以上あったときは，申請があった順序に従って登録をしなければならないものと

する。」この部分は、「管理機関は，同一の電子登録債権を目的とする２以上の譲渡登録の申請があったと

きは，申請があった順序に従い登録をしなければならないものとする。申請者が他人を名義人とする電子

登録債権を譲渡する旨の譲渡登録が誤って登録された場合には、取得者は登録の権利推定効を援用できな

い。この場合には管理機関は損害賠償責任を負う。」とあらためるべきである。補足説明２１頁を参照する

ことで理解できるが、上記引用の表現では理解不能である。 
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取得者が権利推定を受けるべき地位に立つとの判断は、実質的な権利移転の蓋然性の高さ

を推認させる外観に付与されるべき資格証明力の基礎があるとはいえないことからすれば

異例の事柄に属する。問題の譲渡登録が行われる時点で、既に当該電子登録債権は既に他

人を名義人としている状態にある。すなわち、譲渡の前主自身には形式的資格が欠如して

いるのである。取得者はこのことを知り得る地位にあるから、このような者に権利推定を

認めることには飛躍がある。したがって、「（４）登録の権利推定効」の箇所に「当該電子

登録債権を適法に有するものと推定するものとする」の後に、「（譲渡登録の連続を欠く場

合を除く）」を挿入すべきである。 
 
 Ｂ 要式行為と私的自治‐管理機関の権限 
 
[15] 中間試案は、登録事項の範囲を管理機関の業務規程に委ねるとしている。 
 
「管理機関は，この試案に別段の定めがない限り，業務規程で，当事者の申請及びその撤回の方式，申請

事項の内容その他申請に関する事項を定めることができるものとする。」／同「第２ 電子登録債権の発生」

「２ 発生登録手続」「(1) 当事者の申請」「a.必要的申請事項」「…⑨ 管理機関が業務規程で定める事項」

／同「c. 法定外の任意的申請事項」「発生登録をしようとする者は，業務規程で定める範囲内で，発生登録

の申請において，ａ及びｂ に掲げる事項以外の事項の記録を求めることができるものとする。」／同「第

３ 電子登録債権の譲渡」「３ 譲渡登録手続」「(1) 当事者の申請」「a.必要的申請事項」「…⑤ 管理機関が

業務規程で定める事項」20

 
 しかし要式行為の要素をどのようなものとするかという事柄は、立法に属する事柄では

あるまいか。せいぜい法務省令に委ねるとの扱いが合理的である。無益的登録事項の「登

録」（法律行為の要素ではない）が可能な範囲が異なることはあってもよいが、機関によっ

て必要的記載・有益的記載が異なる等ということでは、同一の国内にありながら、電子登

録債権法制が統一法ではないということを意味する。特に必要的事項の一部を管理機関に

委ねるという提案（「a.必要的申請事項」⑨ 管理機関が業務規程で定める事項）の部分は容

認できない。このような扱いは要式行為にはふさわしくなく、このようなものに抗弁の制

限等の強力な効果を付与することなどあってはならない。いうまでもないことであるが、

譲渡登録をはじめとする債権の流通に関する制度は、準物権変動の範疇に属し、対第三者

効も律するものであり、法定主義を採ることが事柄の性質上要求されるのである。その時

点での必要的記載が何であるのかさえ、わざわざ当該管理機関の定める取扱規程を調査し

なければ即時には理解できないということになれば、予測可能性を害し、取引社会を限り

なく混乱に陥れるものにほかならない21。 

                                                  
20 中間試案「４ 登録」「(3) 申請の方式等」 
21 なお、電子登録債権管理機関たる者の資格については、金融審議会での検討事項であるらしいが、敢え

てここで述べておく。審議会第２回（平成１８年３月２８日）発言順 166-170 番目などにおいて電子債権

管理機関の参入障壁を低くして、多様な申請の方式を認めるという主張が基調のようであるが（補足説明

５頁）、無条件には賛成できない。あたかも不動産登記と同様に、本来は国家機関が行うべき事業である登

録を、民間事業者に代行させているだけであるから、事柄は公権力の行使に準じるものと考えなければな

らない。仮に民間開放は否定しないまでも、中立的な民間事業者だけではなく、媒体上の権利関係の当事
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 Ｃ 登録申請事項各論 
 
[16] 代表機関の氏名  審議会の議論の中では発生登録における債務者が法人の場合に

その代表者の氏名を記載する必要はない旨の発言があったが、中間試案では斥けられてい

る22。正当であると評価したい。発生登録は債務負担行為の意思表示であって、効果帰属主

体だけではなく、表意者の同一性を示し、以って行為時における表意者の能力や権限を判

断する基準とするため、要素である。代表者の氏名が示されない発生登録とは要するに行

為主体のない行為ということになってしまう。 
[17] 分割払 中間試案は分割払の満期の記載を認めるようであるが23、電子登録債権にあ

っては、一回の発生登録申請でそれぞれ履行期の異なる複数の登録原簿を作成し、複数の

同一内容・同一態様の電子登録債権を同時に発生させる方法を採れば足りるから、分割払

の記載を認める実益は乏しいのではないか。さらにいえば、手形で割賦債務の支払をさせ

ようとする場合には、それぞれの履行期毎に別個の手形を作成し、それらが別個に裏書さ

れるため、ある時点でこれらの手形を一斉に裏書した場合には、それぞれについて期限内

裏書・期限後裏書という区別が可能であるところ、これに対して、電子登録債権の場合に、

もし中間試案のように一個の債権に複数の履行期があるとなると、履行期毎に、各部分に

ついて期限内流通・期限後流通となり（期限後移転登録に抗弁制限の効果を付与するかど

うかの問題をどう扱うかにもよるが）、期限後流通となった部分については承継的な指名債

権譲渡として抗弁が承継され、残部については抗弁制限が生じるという扱いとならざるを

得ず、法律関係が錯綜する。決済手段に要求されるような合理的な処理に適合するとは思

われない。 
[18] 指図禁止電子登録債権 いわゆる指図禁止の発生登録を許容すべきかどうかが論じ

られている。 
 
「…⑦ 善意取得及び人的抗弁の切断に関する事項／［Ａ案］発生登録における当事者は，善意取得及び抗

弁の切断の規定のいずれをも適用しない旨の登録の申請をすることができるものとする。／［Ｂ案］発生

登録における当事者は，抗弁の切断の規定を適用しない旨の登録の申請をすることはできるが，善意取得

の規定を適用しない旨の登録の申請をすることはできず，善意取得の規定を適用しない旨の登録は無益的

登録事項となるものとする。／［Ｃ案］何人も善意取得又は抗弁の切断の規定を適用しない旨の登録の申

                                                                                                                                                  
者の一人たり得る金融機関がこれを兼ねることを認めるに至っては、利益相反取引や公権力の私的利益の

ための濫用をも推奨するかのようである。少なくとも守秘義務等の点においては公務員並みの扱いとし、

登録情報を自己の利益のために用いてはならず、当該金融機関の内部に情報隔壁を設けるといった扱いが

必要になろう。この点、社債等振替法３、７、９にあるような振替機関の取扱が参考となろう。また審議

会第２回（平成１８年３月２８日）発言順 102 番目も、電子債権管理機関による利益相反行為を防止する

必要性の議論に言及する。さらには、その業務の運営が公共性の要請を満たすものでなければ認めるべき

ではないであろう。 
22 「第２ 電子登録債権の発生」「２ 発生登録手続」「(1) 当事者の申請」「a.必要的申請事項」「⑦ 申請者

の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名／⑧ 代理人によって申請する場合にあ

っては，当該代理人の氏名又は名称及び住所並びに代理人が法人であるときはその代表者の氏名」 
23 「第２ 電子登録債権の発生」「２ 発生登録手続」「(1) 当事者の申請」「b. 法定の任意的申請事項」「③ 
分割払とする旨及び各支払期日における元本の支払額」 
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請をすることはできず，その旨の登録は無益的登録事項となるものとする。／（注）Ｂ 案又はＣ 案を採

る場合には，管理機関は無益的登録事項となる事項を記録してはならないとすることも考えられる。」24

 
 これを容認する案によるべきであろう。指図証券における指図文句は、証券行為者が証

券上の法律関係の内容としてこれに指図性を付与する意思を表現するものである。多くの

指図証券は、指図文句がなくても裏書によって譲渡されうることが規定され（法律上当然

の指図証券）ているが、制度の本質上それが常態であるから25、かかる意思を擬制するもの

であるに過ぎず、当事者は、反対の意思を表明することによってこの擬制を覆すことがで

きるものでなければならない。これは指図性付与が行為者の意思に基づくものであるがた

めである。電子登録債権の発生登録においても同様に、媒体上の法律関係の内容を決定す

る当事者の意思に指図性を根拠づけることができる。 
[19] 確かに、中間試案では、任意事項を広く認め26、他方において、中間試案のいう「人

的関係に基づく抗弁」27が「登録原簿に記載した事項及びその登録原簿の性質から当然に生

ずる結果を除き、その電子登録債権の譲渡前の債権者に対抗することができた事由」であ

る限り28、発生登録申請において原因関係の一切を記載すれば、指図禁止文句の挿入と同じ

効果が保障されるとはいえる。しかし、これでは、（a）利用できる管理機関の業務規程に

原因関係の一切を記載することができないものとされていた場合にはそのような当事者は

制度が利用できない不利益を課せられることになり29、（ｂ）仮に「別紙記載の事由のすべ

てを以って対抗できるものとします」といったように、抗弁事由の列挙を省略して、媒体

外の書面の引用を以って代える条項があった場合に、事実上「別紙」を閲覧できない当事

者をどう遇するべきか、そもそも登録原簿の記載事項とはそのようなものであってよいの

かという問題を生じることになってしまう。 
[20] 利息文句 中間試案は、利息文句を認め30、変動利率もこれを可能とする旨の提案を

している31。変動利率に関しては、補充規定を設ける必要があろう。変動利息の基準となる

                                                  
24 「第２ 電子登録債権の発生」「２ 発生登録手続」「(1) 当事者の申請」「b. 法定の任意的申請事項」 
25 この法律規定の根拠は、「かかる証券においては証券上の意思表示が証券を取得すべき第三者に対しても

向けられることが制度の本質上常態であり、平均人はこのことを当然予期すべきであることに存し、その

ゆえに法律は、たまたまかかる意思を有しない者があってもかかる意思があるものとして取り扱われるべ

きことを要求する」（小橋一郎「有価証券制度ことに手形制度の濫用」商法論集Ⅱ商行為・手形（１）（成

文堂、１９８３年）所収２２５頁）。 
26 「発生登録をしようとする者は，業務規程で定める範囲内で，発生登録の申請において，ａ及びｂ に
掲げる事項以外の事項の記録を求めることができるものとする。」中間試案１０頁。 
27 「電子登録債権に係る債務の債務者は，原則として，譲渡人に対する人的関係に基づく抗弁をもって譲

受人に対抗することができないものとする。」中間試案１３頁。 
28 民４７２参照。 
29 そのような重要な問題について法が言及せずに管理機関の業務規程に委ねる等ということ自体が不適

切であるというべきであるが。 
30 中間試案「第２ 電子登録債権の発生」「２ 発生登録手続」「(1) 当事者の申請」「b. 法定の任意的申請

事項」について（承前）「…④ 利息及び遅延損害金に関する事項／（注）例えば，確定利率や変動利率等

が考えられる。」 
31 なお、論じるまでもないが、利息債権は財産権的性質からいえば、元本債権の果実であるが、いわゆる

基本的利息債権のみが随伴的に移転するものであり（林＝石田＝高木＝安永・債権総論〔第３版〕（１９９

６年、青林書院）４８７頁）、その存在が確定した支分権は、元本債権とは別々の処分を許すものである（消

滅時効も別々に扱われる。前田達明・口述債権総論（１９９３年、成文堂）５７頁）（なおスイス債務法典

第１３３条）。譲渡登録によって元本とともに移転するのは基本的利息債権である。支分的利息債権は媒体
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指標は、客観的に認識可能なものでなければならない。仮に変動金利約款を認めたとして

も、解釈が分れるような金利条項は、内容確定不能の意思表示として、無効を招来する。

そのとき、当該条項のみを一部無効（無益的記載）となすべきであろうか。また、補足説

明では具体例として「TIBOR+α」などが挙げられているが、支払日にTIBORに相当する

制度が廃止された場合や、「○年○月末日のTIBOR」とあったときの当日が休業日であった

場合の補充規定ないし一部無効とする旨の条文が必要であろう。 
 
Ⅲ 原因関係に基く抗弁と媒体上の権利 
 
 Ａ 任意事項の内在的制約と原因契約の表示 
 
[21]  任意事項の内在的制約 中間試案は、「有害的登録事項を設けない」としている32。

その趣旨は、法文上、極力任意登録事項を自由にすることにあるが33法律行為の一般的な準

則にてらして不可能な記載34があることは当然留保した上での議論と解するべきであろう

か。また、電子登録債権は金銭債権でなければならないから、選択債権の形式で一定金額

または一定量の種類物を給付することを約束する場合も有害的登録となる。もともと「有

害的記載事項」ないし「有害的登録事項」とは主としてこのようなものを指すのであって、

中間試案の誤解を招く表現にもかかわらず、本法の趣旨は、電子登録債権の本質を損なう

ような記載をも容認するということではありえない筈である。必要的登録事項と相容れな

い記載は有害的である。さらにいえば、任意的事項にしても、その種類のすべてを法定し、

ここで許容されないものは認めるべきではない。仮にどのような事項であっても登録機関

の業務規程で許容するものであるとすれば、そもそも登録事項を法定すること自体が何の

意味も持たないことになってしまう。 
[22]  原因契約の表示 原因契約に関する登録事項が存するときには、少なくとも、それ

が登録という法律行為にとって「条件」であるのか「情報」であるのかを区別して記載し

なければならないことを、いずれかにおいて規定しておくべきである。補足説明はあたか

も任意事項を無制限に認めるというのが社会的需要であるかのように誇張するが35、実際上

必要とされていると考えられる記載は、金額の支払を条件づける記載か、期限の利益を喪

失させる趣旨の記載のいずれかであるといえよう。「b. 法定の任意的申請事項」のなかに、

                                                                                                                                                  
上の権利ではなく、支払日における原簿上の名義人に帰属する指名債権であるから、仮にこれをも期限後

譲渡登録によって流通させたければ、あたかも債券において利札を発行することで利息部分を流通させ得

るのと同様、改めてこの名義人の申請による「発生登録」を要するであろう。スイス債務法典第１７０条

第３項は、intérêt arriéréeが債権譲渡cession de créanceの対象に含まれるものと推定されると定めている

が、「譲渡登録」の法的性質がいずれかといえば有価証券の裏書等に近いものとと考えるならば、当然にこ

のような当事者の合理的意思が存するものとは推認しがたい。 
32 「２ 発生登録手続」「(2) 管理機関による登録」「（注１）登録原簿に記録することにより当該電子登録

債権を無効とする有害的登録事項は，これを設けないものとする。」 
33審議会第２回（平成１８年３月２８日）発言順 330 番目、補足説明も同様の趣旨を述べる（４１頁）。 
34 例えば、純粋随意条件、債務の内容を不確定にする記載など。 
35補足説明４１－４２頁は、「電子登録債権は，紙面に記載される手形債権とは異なり，登録事項の制約が

なく，また，電子登録債権の活用についての様々なニーズに広く対応できるようにするため，手形におけ

るような単純性は要求せず，任意的登録事項を管理機関が許容する範囲内で幅広く認めるものとしている

ことから，有害的登録事項とすべき事項は見当たらない」 
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「② 支払期日に関する事項（注）例えば，期限の利益喪失約款等が考えられる。」との規

定をおく旨が提言されている以上、これを広く解すれば、コヴェナンツのようなものも記

載できることになり36、あるいは、支払いを条件づけるための記載という登録事項を許容す

ることで、問題はおおむね解消されるように思われる。 
[23] ここで注意しなければならないのは、ことさらに抗弁を留保し支払義務を一定の事由

の発生不発生に条件づける趣旨で原因関係を記載する場合（条件としての記載）と、単に

どういう取引関係からこの媒体上の権利が発生したかの経緯を情報として提供すること

（無益的記載）とは意味が違うという点である。ただ単に原因関係の如何が登録されてい

るだけでは必ずしも支払義務に条件を付することを意味するとは限らない37。このような記

載が「条件」であるのか「情報」であるのかは、合理的意思解釈の問題となるであろうけ

れども、そういった重大な問題を経験則に委ねるような処理が金融にとって望ましいかど

うかは疑問である。むしろ、「手形の有する裏書や割引機能等を電子的に代替した決済サー

ビス」38を念頭におく以上は、何らかの立法的手当を要するものと思われる。 
 
 Ｂ 人的抗弁の切断39

 
[24] 害意の抗弁 中間試案は、人的抗弁の切断を規定した上で、悪意の抗弁を規定すべき

かどうかを論じている。 
 
「a. 原則 電子登録債権に係る債務の債務者は，原則として，譲渡人に対する人的関係に基づく抗弁をも

って譲受人に対抗することができないものとする。／b. 例外 ［Ａ案］譲受人が債務者を害することを知

って電子登録債権を取得したときは，債務者は，当該抗弁をもって譲受人に対抗することができるものと

する。／（注）「債務者を害することを知って」とは「電子登録債権の支払期日において債務者がある特定

の抗弁を主張することが確実であることを認識して」という意味である。／［Ｂ案］譲受人の主観にかか

わらず，登録原簿に登録がされている抗弁に限り譲受人に対抗することができるものとする。」40

 

                                                  
36 これに関連して、コベナンツ等融資契約ならびにその付款を登録することに伴う問題を若干敷衍してお

く。近代手形法の立法例のなかには、原因関係を証券上に記載させるものがあった。１８０７年フランス

法商法典が為替手形の振出・裏書に要求した「対価（valeur fournie）」の記載である。その趣旨は当初、

金銭不受領の抗弁(querela non numerata pecuniae)の援用を不可能にすることで手形の効力を安定させ

ようとしたものだった（LEVY-BRUHL (Henri), Histoire de la lettre de change en France aux XVIIe et 
XVIIIe siecles, 1933, p. 85.）が、実際に適用する段階に至って、そこに記載された原因が実在しない事柄

であったり不法であるときに、手形の有効性を却って否定しようとするために援用されることが問題とな

った（コルマール控訴院判決１８０８年５月２５日が知られる。LEVY-BRUHL, op. cit., p. 91. 密輸に付

保する保険に関して振り出された手形に関する事件である）。学説からの批判は強く（THALLER, Nature 
juridique du titre de credit, Annales 1906-1907, no 64）、１９２２年２月２８日の法律によって廃止され

た（柴崎暁・手形法理と抽象債務１７８‐１７９頁）。 
37 無益的記載事項としての原因関係。なお、木内宜彦・手形法小切手法第二版（勁草書房、１９８２年）

１２８頁、大判明治４４・１・２５民録１７輯５頁参照。 
38 「e-Japan戦略Ⅱ」、平成１５年７月。 
39 本節で論じる問題のほか、「第５ 登録保証等」「３ 登録保証の独立性」につき、登録保証については、

手形保証における主たる債務の方式の瑕疵による無効の場合における抗弁に相当する抗弁を法定すべきで

あろう。 
40 「第３ 電子登録債権の譲渡」「４ 譲渡登録の効力」(3) 人的抗弁の切断 
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 手形法１７条但書に準じて、害意の抗弁を規定すべきであろう。案としてはAB二案しか

提示されていないが、わが国の手形法立法史上、この論点の処理としては、①抗弁事由の

単純了知を抗弁成立の要件とするもの（明治３２年商法旧手形編下の大審院判例。ただし、

その潜在的な可能性の了知というのでは足らないであろう）、②手形法第１７条但書の「害

意」主義（その具体的内容は抗弁事由が既に発生していることまたは抗弁事由発生の確実

性が高いことを知っていること）、③１９３０年手形法統一会議で提出された原案、すなわ

ち、ハーグ手形法統一規則第１６条の詐欺的共謀主義というバリエーションが認められて

きた。悪意の抗弁の問題は、詐欺（fraude）の禁圧という公序に属する問題であるから、

意思表示でこれを放棄させることができず、もしこの制度を認めないとすると、結局B案の

ように法定するしかないが、それがあらゆる一般条項の適用を排除する効果を生じるもの

と解するべきかどうかは疑問であり、結局は抗弁の具体的な要件をめぐって①～③のよう

に処理するほかになく、もっとも権利流通に適しかつ同時に不正禁圧の実効性が高い②を

選択するほかにないように思われる。電子登録債権法制においても全く同様に論じ得る

41 42 43。 

[25] 期限後流通と抗弁 「第３ 電子登録債権の譲渡」「４ 譲渡登録の効力」「（５）支

払期日後の譲渡登録」、および、「第４ 電子登録債権の消滅等」の箇所に、関連する提案

はなされていないが、手形小切手における拒絶証書に相当する制度を、電子的な方法で作

成することを可能にすべきではないか。 
[26] コベナンツ・ファイナンスでは、期限利益喪失があったかどうかは、発生登録時点に

おける債権者債務者の内部関係によるので、その事由の発生の存否は、取得者において調

査しなければらならない。手形法においても、満期前遡求の要件は、支払人の破産等客観

的に認識可能な事由であるが、コベナンツにおける担保設定行為が期限利益喪失事由に該

当するかどうかの判断が困難な場合も存在するであろう。例えば、他人のために５万ユー

ロ以上の価額の動産担保を設定してはならないという条項があって、有価証券の質入が行

われているときに、当該有価証券の時価が５万５０００ユーロで、純資産価値が４万９５

００ユーロだった場合などが考えられる。こういった場合に、その事実の調査や、期限が

到来しているかどうかの判断も含めて取得者がリスクを負うようでは、果してファイナン

スが可能であるといえるのであろうか？拒絶証書の作成は、不履行を公式に表明すること

                                                  
41 なお、審議会第３回（平成１８年４月１９日）発言順 302 番目にある相殺適状の問題については、反

対債権の存在が記載されているだけでは、何ら抗弁とならない。移転登録がなされてしまえば権利は物的

に移転するのであるから、もはや相殺適状ではなくなるのではないか。民法の議論としても抗弁の対抗で

きない場面というべきではなかろうか。 
42 同時履行の抗弁については、近時の研究で、原因関係上当事者間に同時履行の抗弁が成立しているとい

う事態はそのことだけで手形の人的抗弁を基礎づける事由ではないことが明らかとなっている（渋谷光義

「手形の無因性と原因契約未履行の抗弁」法学政治学論究３１号５４７頁）。 
43 既述のように、任意登録事項として抗弁の留保ができるから、「右記載の売買について、売主乙に帰責

性のある原因で履行が遅滞したことを理由に同時履行の抗弁が発生した場合には反対給付がおこなわれる

まで支払が延期されます」といった文言を挿入することは可能である。ただし、前述したように、単純に

原因関係に関する事由を登録しさえすればよいのではない。原因関係が売買であることをいくら表示して

いて、商品の納入が客観的に不可能であったとしても、別の商品を納品させればよいとの合意が成立すれ

ば、債務不履行の状態は解消される。したがって、不履行の生じた時点では未だそのことを知って媒体上

の権利を取得した者には害意はない（高田晴仁「原因債権の移転と人的抗弁」慶應義塾法学研究科論文集

３５号５４頁以下、手形法統一会議の議事における害意概念の説明）。このことは審議会第３回（平成１８

年４月１９日）発言順 317 番目に詳しい。 
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から、支払人の不信用を客観的に明らかにする機能を有しており、それゆえ、この事実を

知りながら取得する者は、抗弁切断の利益を享受することにより、遡求を通じて遡求義務

者を害することにつながる者であるから、証書後裏書には抗弁切断の効力を与えないので

ある。電子登録債権構想ではこのような制度が予定されていないにもかかわらず、中間試

案１４頁（「（５）支払期日後の譲渡登録」）では、支払日を基準に抗弁制限の有無をどうす

るかが問われ（このような問いかた自体が、手形制度と対照をなす）、そのうえで[A 案]で
は抗弁制限が続行するものとされ、他方、[B 案]では直ちに抗弁承継となるという案が支持

されているが、合理的ではない。この点についても、拒絶証書とまではゆかずとも、一定

の、債務者の信用喪失事由を客観化する制度が必要ではないか。公証人制度を改革し、管

理機関に、電子登録債権支払拒絶証書作成業務を許諾された認定事業者の資格を与えるよ

うな制度を構想してもよいのではないか。 
 
おわりに 
 
[27] この立法構想作業においては、法制審議会の議事も公表されており、扱うべき情報は

決して少なくなかった。しかも、議事における発言の真意を汲むことにしばしば困難を覚

えることも少なくなかった。中間試案自体は、電子債権研究会報告書の「私法上の論点整

理」に似通ったものであったが、さらにそれに詳細な補足説明が加えられていた。これら

の膨大な資料につき、限られた時間の中で十分な検討を果しえず、また、筆者のあるまじ

き思い違い等も、後に見出されるやに知れない。何卒読者においては御海容頂きたいと願

うのみである。 
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